
全国的な防災・減災対策、国土強靱化
の推進に関する緊急決議

令和２年 11 月 26 日

全国町村長大会
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全国的な防災・減災対策、
国土強靱化の推進に関する緊急決議

　東日本大震災から間もなく 10 年を迎えようとしているが、

この間、大規模な地震や記録的豪雨、大型台風、大雪など様々

な自然災害が、全国各地で毎年のように発生している。本年 7月

の記録的な豪雨では、熊本県を中心に全国の広い範囲で多くの

人命や財産が失われるなど、甚大な被害をもたらした。

　地域に暮らす人々の命と暮らしを守ることは、我々町村長に課

せられた最大の使命であり、安全安心な地域社会を実現し、持続

可能な活力ある地域を創生するためには、全国的な防災・減災対

策、国土強靱化の取組を一層推進することが喫緊の課題である。

　よって、全国町村長の総意として、以下の項目を国に求めるも

のである。

　

一�　国及び自治体の連携、産学公民の連携を一層促進し、我が国

の総力を結集して、いかなる災害にも対応できる強靱でしなや

かな国土づくりを推進すること。

一�　地震・豪雨等これまでの災害で被災した地域の早急な復旧・

復興を図り、被災住民が一日も早く生活再建を果たせるよう、

万全の措置を講じること。併せて、農林漁業者や商工業者の事

業再開等に向け、きめ細やかな支援策を講じること。

28901916 町村会_緊急決議（財政部）.indd   228901916 町村会_緊急決議（財政部）.indd   2 2020/11/11   16:482020/11/11   16:48



一�　「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」につい

ては、激甚化・広域化する自然災害に対応するため、５か年の

延長と拡充を図るとともに、必要額を別枠で確保すること。

一�　令和 2年度に期限が到来する緊急防災・減災事業債等を延長

するとともに、地域の実情を踏まえ、対象事業を拡大する等、

地方財政措置の拡充を図ること。

一�　デジタル社会を支える重要な情報通信インフラである光ファ

イバ等について、条件不利地域等での公設事業による災害復旧

については、道路等と同様の国庫補助制度及び地方債等地方財

政措置を講じること。

一�　人員の限られた町村においては、国の各地方関係機関の支援

が極めて重要であることから、これらの組織体制の充実や機能

強化とともに、町村との一層の連携協力体制を推進すること。

一�　地域防災力の更なる充実強化を図るため、消防団、自主防災

組織等の維持・充実や地域での防災活動活発化のための各般に

わたる人的・財政的支援を拡充すること。

　以上決議する。

　　令和 2年 11 月 26 日

� 全国町村長大会
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